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日本のIT環境の実態

 IT投資額は世界で米国についで2位
 ブロードバンド品質と低コスト化は世界で1位
 電子政府進捗度、世界で8位　
 レガシーシステムへのIT投資が膨大 （政府・自治体・医療・金融等）
 高度IT人材をアジア・インド等へ求める傾向

現在ネットで申請できる手続き
約1万3000種類

電子政府　利用進まず
（日本経済新聞11月8日朝刊一面）

04年度の利用率
•０％　　　　 ：４０％
•１％未満　 ：８０％
•50%超    ：16種類

使われない理由
•費用
•使い勝手の悪さ
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技術革新がもたらすコスト構造改革とサービス志向へのシフト

個別レガシー
システム

ＥＡ手法
共通化
オープン化
リホスト
リビルド
リライト

共同利用
ＡＳＰ ユーティリティ

コンピューティング

1990　　2000　　2006　　　　　　　2010　　　　　　　　2020

新サービスの提供：ユビキタスネットワーク（u-Japan）

コ
ス

ト ブロードバンド・アプリ：電子申請、遠隔医療、デジタルコンテンツ
　　　　　　　　　　　　　　セキュリティ（情報漏洩対策）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アクセシビリティ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Webサービス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　RFID（トレーサビリティ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　テレワーク

カスタマイズ 標準化 ユーティリティ化
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変革が必要な投資対象

　75%　
新規投資

25%
既存システ
ムへのコスト

 25%　
新規投資

75%
既存システムへのコスト

オープンスタンダードの普及
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e-Japan＝ネットワーク社会

J2EE

iDC/xSP

Internet/Intranet/IP-VPN

http/https/HTML/XML/SOAP

Security

J2EE/FW

CRM

J2EE/FWJ2EE/FWJ2EE/FW J2EE/FW J2EE/FWJ2EE/FW

SCM ERP SOA EIP eLearning Traceability

金融
通信 自治体 学校

医療 流通 製造

政府

研究所

運輸
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e-Government（電子政府・電子自治体）

職員

住民

他市民

民間
企業

省庁
他自治体

財務
会計

人事
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情報
公開

電子
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入札

文書
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PORTAL

XML/SOAP
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OSC設立の目的

 官公庁・自治体業務の効率化
 行政サービスの向上
 IT人材の育成や地域のIT産業の活性化

 目的達成のために・・・
 オープン化、オープンスタンダードの普及
 コスト構造改革(TCO削減)の推進支援
 Javaフレームワークの普及
 地域ＩＴ人材・ベンダーの育成支援
 パラダイムシフトの推進
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オープン化で何を変革し、実現するか？

 ベンダー依存による随意契約の撤廃
 ⇒戦略的複数年契約へ

 極度な安値入札の防止
 ⇒プロジェクト単位での適正利潤

 大手依存体質の排除
 ⇒中小(地域)インテグレータ,ソフトハウスの参入機会の創出

 IT 担当者の属人的依存の排除
 ⇒自治体IT担当者の本質的IT知識の向上

 コスト構造改革(TCOの大幅な削減)

何を変革するか？

何を実現するのか？
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オープン化による変革

OSC地域パートナー

e-Japan OSC

官公庁・自治体

メーカー

地域開発企業

官公庁・自治体

一括発注

外注

提案

支援
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コスト削減を図れるEAとは

 EAとは全体最適を図る方法論

政策・業務体系

データ体系

適用処理体系

技術体系

現状（AS-IS）

政策・業務体系

データ体系

適用処理体系

技術体系

理想（To-Be）

政策・業務体系

データ体系

適用処理体系

技術体系

技術標準、セキュリティ標準などの策定

現状から将来像への移行プロセス

ベースラインEA
の開発

（現状分析）

ターゲットEA
の開発

（あるべき姿）
移行計画の策定 移行計画の実施



e-Japan Open Standard Consortium

EAによってTCO削減を図る

 IT調達方法論の改革 
 部分最適による重複開発を抜本改革する
 全体最適を前提に再考する
 そのためにEAを導入する
 共通のTRMを採用する

 特定ベンダー依存体質の改革
 ブラックボックスによるベンダー抱え込みから脱却する
 オープンスタンダードを前提に考える
 JavaによつTRM開発
 TRMはユーザが所有する

 EAをユーザのものにして、TCO削減を
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Javaテクノロジーセンター

地域における実践型ソフトウェア開発技術者の養成・連携機関
•標準技術保有企業が支援する先端IT技術の習得
•修了生のネットワーク化による多様な受注スキーム構築

ネットワーク社会構築に
不可欠な要素技術

開発言語（Java）

データベース

ネットワーク

テクノロジーセンター

県、市

設置支援

協力・支援

地域IT企業

実践型高度IT技術者
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地域自治体活性化に繋がる電子自治体構築

大学研究機関
民間企業

行政機関

地域住民

地域ＩＴ企業

地域企業

地域iDC

Java EEプラットホーム

ASP

オープンテクノロジーによる電子自治体

ネットワーク基盤

電子認証 電子決済 電子調達 電子申請

構築運用 アウトソーシング
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OSCが提案する協業モデル

官公庁・自治体

OSC
協業パートナー

e-Japan　OSC
推進メンバー

関連団体
関連組織

OSC
地域パートナー

協業

協業

情報の提供オープンスタンダード
の選択

・課題の理解とソリューション提案
　-事前コンサルティング
　-事案毎のビジネスソリューション提案
・情報の提供

「オープンスタンダード」
に 基づく提案


